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タクルス市民委員会（Comité Cívico pro Santa Cruz）を中心とした地方の政治
経済団体―サンタクルス県議員団，東部農牧会議所（Cámara Agropecuaria 




86; Sivak 2007, 32）。
　当時，ボリビアでは上述の2003年10月のガス戦争によって退任したサンチ
ェス・デ・ロサダ（Gonzalo Sánchez de Lozada）大統領の後を引き継いだ副大
統領のメサ暫定政権のもと，制憲議会の開催を求める社会主義運動
（Movimiento al Socialismo: MAS）を中心とする左派勢力と，県自治の拡大を求
める東部 4県（タリハ県，サンタクルス県，パンド県，ベニ県）の市民委員会
を中心とする右派勢力の対立が存在した。東部からの自治拡大要求に対して，






が決定した（El Deber, 5, julio 2005）。この暫定政権時に決定していた日程に従




























































































































































スケール」（Escala Condición Étnico Lingüística: CEL）から確認する（Albó and 




















平均余命，収入の 3 変数についても，上記 2 変数に比べれば程度は低いもの
表3-1　県自治賛成および各独立変数間の相関分析
県自治賛成 政党支持 アイデンティティ 教育 平均余命 収入
県自治賛成 1
政党支持 .934＊＊ 1
アイデンティティ .894＊＊ .908＊＊ 1
教育 .430＊＊ .400＊＊ .351＊＊ 1
平均余命 .531＊＊ .513＊＊ .516＊＊ .503＊＊ 1









































































































































































であった。しかし，この大規模な市民集会の 2 日後の 6月24日には，同委員
会も実現に向け政府に圧力をかけていた 3 つのレベル（国・県・市町村）で
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の実施を認める条項を含む形で国民投票法が上院を通過し，2004年 7 月 6 日
に公布されると，サンタクルス市民委員会は同法に従って署名活動を行う道
を選択する（Molina, Claros and Vaca 2008, 85）。
　2004年 9 月21日，サンタクルス県最大規模の商業見本市（Feria Exposición 
de Santa Cruz: Fexpocruz）の開催に合わせて，同委員会は県自治国民投票のた





























に求める決議をする（Molina, Claros and Vaca 2008, 90）。政府がこの要求を拒
否すると，2005年 1 月11日，サンタクルス市民委員会は48時間ストライキを
宣言する。だが，政府は依然として同委員会の要求を拒否し続けたため，市
民委員会は次なる行動を決議する。その主要 5 項目を要約すると，第 1にハ
ンガーストライキを実施する，第 2 にデモ行進，鍋たたきデモ（cacerolazo）
により市民の動員を開始する，第 3 に県内の公共施設を占拠する，第 4に県
知事の直接選挙によって自治拡大プロセスを直ちに開始することを政府に強





のハンストが始められた（Molina, Claros and Vaca 2008, 90）。拡大した抗議行











　一方，2005年 3 月初頭には，当時野党議員だったモラレス率いる MAS 系
社会組織が，先のサンチェス ･ デ ･ ロサダ退陣のきっかけとなった炭化水素
法の改正と制憲議会の実現を求めて道路封鎖を行う。東部での抗議行動が一
段落して間もなく西部の農民先住民組織からの抗議が行われ，再び社会が不




れは当初メサが提示していた予定より 2 カ月遅れの2005年 8 月12日となった
（Kreidler 2006, 87）。ただし，この日程ものちの政治的混乱により延期される。





らままならない状況に陥り，2005年 6 月 2 日，メサが制憲議会議員選挙と県
自治国民投票を2005年10月16日に同時開催することを定めた大統領令
（D.S.28195）を制定することで，両勢力の要求に応え事態の打開を図ろうと
する（Kreidler 2006, 90）。しかし混乱は収まらず，2005年 6 月 6 日，西部の
社会組織が政府庁舎へ突入する構えがあることを宣告してきたことを受けて
（El Deber 7, junio 2005），メサは改めて辞任の意向を固め，議会もこれを承認














挙の結果は， 9県中 3 県（オルロ県，ポトシ県，チュキサカ県）で MAS の県
知事が誕生したが，残る 6 県では野党右派政党もしくは地域政党の候補が当
選した。このうちサンタクルス県では，コスタス前市民委員会会長が地域政









de Convocatoria a la Asamblea Constituyent）であったが，同法案の成立にはすべ














（La Razón 20, febrero 2006）。
　ここでの最大の争点となったのは，制憲議会議員選出方法（定数，区割り，
算定方法）である。与党 MAS がひとり 1 票の原則を尊重すべきであるとし，
既存の70ある国会議員の小選挙区単位から各 3 名を選出する方式を主張した
のに対し，野党 PODEMOS および UN は，人口比を加味したうえで県選挙
区を設ける案を主張した。また東部のパンド県，ベニ県，タリハ県など人口
の少ない県は，県選出野党議員と各県の市民委員会がともに与党案に反対し，
県を選挙区としてそこから一律に選出する方式を主張した（La Razón 11, 
febrero 2006）。この時，野党 PODEMOS のサンタクルス県選出議員が，党よ











































　その後，2006年 2 月21日に，サンタクルス県議員団（PODEMOS 所属議員
が代表を務める）が，県単位の結果を尊重することを明記した県自治国民投
票法案を国会に提出する（Opinión 22, febrero 2006）。これを受けた大統領モラ
レスは，県単位を認めるならば，郡や共同体，あるいは小選挙区単位をも尊




めていく（Opinión 24, febrero 2006）。
　最終的に，制憲議会を当初の予定どおり2006年 8 月 6 日に開催するための








れている（Opinión 3, marzo 2006; El Diario 4, marzo 2006）。その後2006年 3 月 4
日，土曜日にずれ込んでの開催となった国会本会議において，まず制憲議会
実施特別法案が両院を通過すると，つづいて県自治国民投票実施法案が同じ













2005年12月の大統領選挙での MAS への支持率は 8割近かったが（77パーセ
ント），2006年 3 月の時点では 6 割以上が自治「賛成」と答えている（La 





認しておくと，県自治への支持は全体で 4 月に一度落ち込み⒃， 5月に再び
増加している。ただし， 5 月の増加率はサンタクルス市やラパス市では 3月
の水準を上回ったが，エルアルト市やコチャバンバ市ではそこまで県自治へ
の支持が回復することはなかった（図3-3）。その後実際に行われた国民投票















いたわけではなかった。以下，MAS とその支持母体の行動を2006年 2 月初
旬までさかのぼって順にみていく。




図3-3　 世論調査：主要 4都市県自治支持率の推移（ 3～ 5月）と国民投票の結果
（ 7月）
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していた（El Deber 24, mayo 2006; La Razón 29, mayo 2006）。
　ところが， 5月末には MAS のトップレベルからも県自治に反対する声が






























パンフレットの配布を開始した（Los Tiempos 22, mayo 2006）。また 6月にはテ
レビのスポット放送も用いられるようになる（Opinión 6, junio 2006）。





















































































































































⑶　法令第2769号：Ley del Referéndum, 2004。
⑷　法令第3365号：Ley de convocatoria a Referéndum Nacional Vinculante a la 





































⒀　2004年ボリビア国憲法：Constitutión Political del Estado de 2004，第232条。
⒁　なお野党第 2勢力は，国民統一戦線（Frente de Unidad Nacional: UN）で，
下院 8議席，上院 1議席，第 3勢力は民族革命運動（Movimiento Nacionalista 
Revolucionario: MNR）で下院 7議席，上院 1議席。
⒂　実施期間2006年 3 月13～25日，サンプル数1025，質問文「もし今県自治国
民投票が実施されたら，あなたはどちらに投票しますか」，実施機関 Apoyo, 





いた（La Razón 5, mayo 2006）。
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